
○ 超高齢社会に対応できるまちづくりのため、医療・介護・市民・行政が果たすべき責務や役割 

  について明らかにし、着実な取り組みを継続させるための“しかけ”のひとつとして条例を制定。 

○ コンセプトは、「専門家任せの医療や介護」ではなく、「自分の人生を自ら生きるための主体性」 

  を発揮できる市民を増やす風土づくり。 

★ 「和泉市市民を中心とした医療と介護の連携推進条例」 （平成２５年４月施行）  

市民パネラーと専門職の合同シンポジウム 

和泉市の医療と介護の連携推進のしくみ 
≪条例の前文≫ （抜粋） 

住み慣れた和泉市で、 

生涯にわたって自分らしく人生を全うしたい。 

病気や寝たきりの状態になっても、 

望む場所で自分らしく療養生活が送れるまちづくりのため、 

医療と介護に関わる者が一体となり、切れ目なく質の高い 

包括的な支援が提供されることが重要です。 

市民は、「専門家任せの医療や介護」の姿勢ではなく、 

「自分の人生を自ら生きるための主体性」 
を発揮することが必要不可欠となります。 

 

 

 



 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組事例（様式） 

①市区町村名 和泉市 

②人口（※１） １８７，１７２人（H25.4 月末現在）  

③高齢化率（※１） 

 

６５歳以上人口   ３７，６５０人  ２０．１％ 

（うち７５歳以上人口 １５，９１２人  ８．５％） 

 

① 取組の概要 『和泉市市民を中心とした医療と介護の連携推進条例の制定』（平成２５年４月施行） 

○ 超高齢社会に対応できるまちづくりのため、医療・介護・市民・行政が果たす
べき責務や役割について明らかにし、着実な取り組みを継続させるための“し
かけ”のひとつとして条例を制定した。 

○ コンセプトは、「専門家任せの医療や介護」ではなく、「自分の人生を自ら生き
るための主体性」を発揮できる市民を増やす風土づくりである。 

⑤取組の特徴 

 

和泉市医療と介護の連携推進審議会（各組織の長レベル、市民委員も参画）にて、
理念実現に向けた方向性や方針の決定を行い、その下部組織（実務者）の推進会議
にて、次の５つの領域のプロジェクトを実施。 
①入退院支援 ②在宅ケア多職種連携 ③歯科口腔ケア ④服薬管理 ⑤リハビ
リテーション 

⑥開始年度 平成１９年度 

⑦取組のこれまで

の経緯 

平成 19 年度に大阪府モデル事業を受託したことを契機に、医療と介護のスタッフ
が一同に会する話し合いの場を設け、各種連携シートの開発やシンポジウム等を実
施してきた。しかしながら、これはあくまでも有志の集まりの域を超えておらず、
行政施策としての永続性が担保されていないことや、当事者である市民の参画がな
いことが課題であった。 

⑧主な利用者と人数 全市民１８７，１７２人（H25.4 月末現在） 

⑨取組の実施主体

及び関連する団

体・組織 

「和泉市医療と介護の連携推進審議会」 

⇒ 条例制定により、市長の付属機関として格付けされた組織。 
（メンバー構成）・医師会・歯科医師会・薬剤師会・介護支援専門員協会・訪問看
護ステーション連絡会・地域リハビリテーション支援センター・市立病院・保健所・
市民代表・学識者・和泉市地域包括支援センター  
事務局：和泉市高齢介護室 

⑩市区町村の関与

（支援等）（※２） 

【条例制定前】 

市と医療・介護の関係者とで実施する施策検討のための会議への出席や、研修会
講師等、本来の医療介護業務を行いながら全て無償で協力頂いており、“やる気
のある人の熱意”に依存した体制であった。 

【条例制定後】 

医療と介護のとりくみが審議会として位置づけられたことにより、施策の永続性
が担保された。また会議費、研修講師料の対価、実態調査のための郵送料等の予算
も承認される。 
＊ 平成２５年度当初予算 ２，４６８，０００円 

⑪国・都道府県の関

与（支援等）（※３） 

平成１９年～２０年度、大阪府モデル事業「地域包括ケア体制整備推進事業」 
（予算配当先は大阪府和泉保健所） 

⑫取組の課題 今後は、２４時間在宅医療を無理なく行える体制づくりや、在宅での看取り等（エ
ンドオブライフ）に関する市民への普及啓発が課題である。 

⑬今後の取組予定 実務者の集まりである推進会議での企画を中心に、多職種研修や連携システムやツ
ールの効果検証、医師会等との連絡調整を行いながら在宅医療提供体制の構築に向
け取り組みを強化継続する。 

⑭その他  

⑮担当部署及び連

絡先 

和泉市生きがい健康部 高齢介護室 高齢支援担当 医療・介護連携グループ 
電話：0725－99－8132  

※１ 一部地域に限定した実施の場合は、当該地域の人口・高齢化率を（  ）内に記載してください。 
※２ 市町村から財政的支援が行われている場合には予算額等を含めて記載ください。 
※３ 国や都道府県から財政的支援を受けている場合は、補助金や交付金等の名称、額等を含めて記載くだ

さい。 

大 阪 府 

  

 



  

 



  

 



  

 



  

 



  

 



 

 


